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予定申告書記入例

予定申告→10

「本店登記のみ」は、記入の必要

はありません。

月数、従業者数と均等割額は必ず
記入してください。

・申告の期間内において事務所
等を有していた月数を記入し、そ
の月数が１月に満たないときは１
月としますが、端数がある場合は
切り捨てます。

※法人税割の端数処理と異なり

ます。

前事業年度又は前連結事業年度

の月数のうち、月数に端数がある

場合は、１月切り上げます。

※均等割の端数処理と異なります。

※参考例

・令和2年1月20日に設立
R2/1/20～R3/10/31（9.33ヶ月）

→10月

法人税の予定申告が不要の場合、
法人市民税の予定申告も不要と
なります。

⑤月数は必ず記
入してください。

法人税割額（④の金額）、均等割額（⑥の金額）と合計額（⑦の金額）を記入してください。

先頭に「￥」を付けてください。

管理番号を必ず記入してください。

事業年度の記入と該当する申告区分に「○」を記入してください。

納付書記入例

ミ
シ
ン
目
は
切
り
取
ら
な
い
で
提
出
し
て
く
だ
さ
い

⑲前年度の確定申告において浜松市へ納めた法人
税割額が記載されています。

網掛けの欄を記入してください。

⑥は右下「指定都市に申告する
場合の⑥の計算」欄の均等割額
の合計額を記入して下さい。

合併して消滅した法人の場合は、消滅した法人の名称、管理番号、事業年度を記入
してください。

みなす納付の場合は申告区分「その他」に「○」を記入し、「みなす」と記入してください。

令和6年１月１日の区の再編に対応した
月割課税を含む記載例となっております。

⑧の人数は、算定期間末日
の新３区課税の合計人数を
記載してください。

所在地は新区で記載し
てください。

旧７区課税の従業者数は

R5.12.31時点での人数を記載し
てください。

この記入例は、区再編に伴う法人市民税の均等割の計算方法について（案内

文）の❶通年課税（浜北区→浜名区、旧天竜区→新天竜区）と❷合区による月
割り課税（中区、東区→中央区）を組み合わせた例となっています。

押印の必要はなくなりました。

電子申告の場合、訂正通知のメールを送らせて

いただくことがありますので、ご了承ください。

区再編に関係する注意事項は、赤字で記載しています。


